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厚生労働省医薬食品居  

日本脳炎の定期の予防接穫について  

・日本脳炎甲定期の予防接種については、， 

クチンの穣稜の鱒鱒し、・に？・いてJ、（辛虚革1庫6‘月2－日付け健発貰0町制2・号厚生  

労働恕健康最長通知及び同月付骨菓食先業060却01号厚生労由省匡葉食品声長通  

称・以下F接種の取乱、につぃ七」・といネ）ヒ基づき東施はいたところであ  
を軒∴今後膵下帯のとおり凛施すること‘としたので、・貴管下市町村（保健所を設  
置する華及び特別佐を含む。，以下同じ。こ∴）・．及び関係虚聞等に対し鹿妻凍び周知方  
よろ〉じくお旋しV軒る†吉た二．社団法Å日本医師会及び社団法人細菌製剤壊套に謝  
し二間篠た通知していることを申◆じ涛える。   －。・、  

をお、「接嘩の取扱いl三つし、て」は廃止す各。  

記 

1予防接種の琴麺的な勧奨にウいて   

日本暇炎につし、て軋・F接種の取扱し†について」により、接種の積極的な勧奨  

を差し控えることとしていたところ－であるか、今般、厚生科学書議会盛栄症分科  
会予防接種部会において、 

亡基づく定期予防接種における同法施行令（’昭和2■3年噂令簑197朝第1条  

の2の．妄に規定する生後6月から生後9？月に至るまでの間にある者に対する予  
【   



防接種i（以下「第り割という。）については、積極的な勧奨を行う段階に至っ  

たものとされたことから、、市町村は 

＿ 

の予防接種実施妻嶺」・′イ以下「定期（「類疾病）の予防接種実施要領」という。）  
に定める第1期の標準的な穣桂期間に該当する者（平成22年度仁おいては3歳に  

対する初回接種）に対して積極鱒な勧奨を行うこととされたい。   

その際、「定期（一類疾融の予防接種実施要軍J■を遵守するとともに、市町  

札医療縫取製造腹轟嚢者等（製造販売業者及び製造販売業着から委託を受け  

た販売業者をいう。以下同じ。）．の関係機関は、更に以下の事項に留意し∴積極  

的卑勧奨の再開に伴う需要あ急激な変動に対・L、 

給確保及び予防接種の安全薩保等に努められたいニ  

（1ト市町ヰ寸  

予防接種後副反応ヒ申する畢切な安全対策を講ずるためにはこ副反応鱒発生撃   

とともに接種番数を把握することが重要セある三とから、「日本脳炎ド係る定期   

予防接種音数の把握について（依浄）」（平成21年6月2日・付け値惑発貰06020俳   

号厚生労働草健康局結核感染症課長通知。由．下丁予防接種者数の把握にづいてJ  

．という。■）に基づきご‾引き続き、日本脳炎に係る哀調予防接琴音数の把軽に努め  

ること。  ▲   

（2）医療横関  

ア 予防接種壊副反応ヒ対する適切な安全対策を講ずるためには∴副反応の発  

生数とともに接種者数を把握することが要塞であることから∴市町村からJ  

「予防接種者数の把握につ・L、て」に基づく日本脳射二億る畢期予防接種者薮t   
め把握に関する依頼があった場合には、これに協力するごとで   

イ・乾燥細飽培養日本脳炎ワケ≠ンについては・、製造販売後、可及的速やかに  
重篤な副反応亡国するデ～年毎収集し、段階的に評価を行うとともた、、その  
結果を踏まえ∴適正使如こ必要な措置を講ずる∈とが美事承認の際の承認条  

催となっていることから、予防接種後の副反庫を診配した琴合には1「定期  

ト類疾病）の予防接種実施要領Jに基づき、虎護章の同意を得て、直ちに  

当該被接種者の居住区域を管奪する市牢町村長へ報告すること。 
また、厚生労働省において軋乾燥額鞄培養日左脳炎ワクチンの承認条件   
に卦んがみ、・安全対策のために、当・該予防接種後融反応報告・（被接硬者及び   
その保護者に関する個人情報を除く。）を当該ワクチンの製造販売業考等に  
対し情報提供することがあり、製造販売業者等から襲事法（昭和・35年法律第  

145号）第了7条の3貧1項に基づく副反応等に関する情報収集の協力依頼が   

なされた際には、■医療機関においても、同法貰了7条の3筆写項に基づき、製  

．．．2  
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遺販売業者等の当該情報鱒集の協力に努め皐こと。  

ウ 接種を希望する者に対しては、第1期の初回接種（2回接種）の 

． 

事前に製造販売業者等と十分に協議等を行うとともに，医療機関におし†ても必   
要量を考慮した上で、注文及び在庫管瞥を行うよう留意すること。 

（3）製造販売業者等 

ア 乾嘩細胞培養日華脳炎ワクチンヒよる重篤な副作同等の情報を把握した場   

合は、◆農事畠第力条の．4の■2第1項及び同法第7了条の4の5膏3項に基づ  

－▲き、速やかに独立帝政蓮人医薬串医療機器琴合機構亡報告する 

′ 

提供を行うとともに、安全性に隙軒る情報等の収集仁喪める±と。  
l  

イ 接種スケジュ「ルに徒づた適切な提琴が行える‘ようゝ第1翠睡初回接種（2  

渦醜に必要なウクテンの確保等仁ついて、事前ヒ医療任国と十知事協議等  

を行亨とともに、予約注文状況及御等を定耕的に把握し、医療笹関に   
対して適切卑怯報提供を行うこと。軍た、在庫の偏在等が発生しないよう卸売  

販売業春等と連携した対応を図るこ七。  

字 

七   

平成17年の積極的な観葉鱒裳し控えにより接種楼会を準Lた者への対由こうい   

ては∴厚生秩苧審議会感染症分科会予防接種部会において∴「現時点においては  

、′  十分なワクチンの遷が確保されてL、る七lよいえない状況仁奉る．と考えら＊る≒と  
からゝ今後の撃種状鱒やり女草メの供給状洩等を勘案しらっ、予防接種法第3葉   
芽1〕芽に基づ咋定期予防接種における同法施行令算て条の2ゐ表に規定する■9歳   

政上▼T3歳未満の者ヒ対する予防接種（以下「蚤2凱－というい，・における 
≠ンの使尉の可如ざ明確になった時点七改め七議論を行う。Jとされたところで   
ある。   

ついtは∴r 

市町村及び医療楼関等においては■，｛卑下の事癌に？いて留意されたいム  

■〇  

ノ   
、 （1）▲厚竿労働省にぉいては、厚生労働省ホナムページ「白本脳炎ワクチン接種  
に係るq＆Aj’等を通じて、日本脳ゑの予防接種を受けさ草ろべき 

鱒できるようご疾患め特性及び感喪り不りの高い者等に関する情報並びにワク  

チンの流通在卑量等に寝る情報を環供することとしている。  

3   



これらの情報を活用して、保護者等に対し、疾患の特性及び感染のリスクが  

高い者等に関すること並びに平成22年度の予防接種シユズンにおぃて予定さ  

れているワウ≠ンの供給量（接種機会を準した考に対して使用可能なワクチン  

l の供総量は約180万本程度と臨定される）：では、壌種機会を逃したすべての者  
に対する十分な接種の授章の捷供が困難な場合がある土とにづい主情報‘提供  

を行うよう願いたい。  

（2）■日本脳炎に感染するおそれがあると認められる者等の保護者等から接種の希   

望があった場合には、予防接種法貨3条第1，項由現定により、定期の予鹿接種   
の対象疾患としていることから、市町村ま、．当該保筆者等に対して、■ワクチン   

の流通在庫量等を静零し、円滑な接種が受けられるよう、その機会の確保に努   

－めること。 ■1  

3 その他  

（1）■乾燥細胞培養日本臨炎ワウテンの第・Z鞍の予蛎接種へ中位置印ナについ七   

喀⊥鑑在、度生醜名科学研究費補助金事業仁与り、有効性・安全性等に閲す  
る知見の集積を行っており・、その結果がまと蒙り次第、小委員会においてこ】婁   
荏の楼会を逃tた者への対応等を含めた今後甲良本院炎の予防接種のあり方   

について⊥今夏去でに明確にするぺく」速や卯こ検討を行うことと七ているJ  

（2）なお、厚生科学審読会感染症分科会予防接種部会において、イ宇摩17年の   
予防接種の棒極的な勧奨の差し控えが行われた当時仁、白速脳炎ウイルスに対   
する基堤的卑免役を付与するために必衰な纂1期における・3回接種を蕗7し   

ていなし、考に許しては、3回凝揮由橙会を提供することが必要である。」 

． 

にな呑者トに対し七も、3回接種の桟会を提供できる・よう旗討を行っているこ  

とを申し添えるこ   

◆  ■  
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